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＜議事次第＞ 

【審議事項】 

1. 付随的排出量の算定方法に関する方法論の改定 

1.1 木質バイオマス方法論（EN-R-001）の改定 

1.2 太陽光発電方法論（EN-R-002）の改定 

2. 自家発電設備の新規導入に関する方法論の改定 

3. プログラム型プロジェクト等に関する制度文書・方法論の改定 

3.1 実施規程の改定：プログラム型プロジェクトに係る実施規程ルールの詳細化 

3.2 再エネ熱発電方法論（EN-R-009）の改定：バイナリー発電の作動媒体に使用するフロンの漏洩 

3.3 森林管理プロジェクトに係る各種制度文書の改定 

3.4 森林経営活動方法論（FO-001）の改定：算定対象となる森林の定義等の明確化 

3.5 植林活動方法論（FO-002）の改定と利用開始 

3.6 木質バイオマス方法論（EN-R-001）の改定：原料に係る規定の修正 

【報告事項】 

4. Ｊ－クレジット制度の最近の動向 

4.1 Ｊ－クレジット制度 登録・認証の状況 

4.2 Ｊ－クレジット制度 無効化・償却の状況 

4.3 Ｊ－クレジットの取引について 

4.4 今後のスケジュール 
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1．付随的排出量の算定方式に関する 
方法論の改定 

 

 1.1 木質バイオマス方法論（EN-R-001）の改定 

 1.2 太陽光発電方法論（EN-R-002）の改定 

 

 

【審議事項】 



1.1 付随的排出量算定の簡素化：木質バイオマス方法論① 

¸改定の背景：（特に原料運搬に係る）付随的排出量の算定がプロジェクト実施者に負担。 

¸改定案：“原料”の重量を“燃料”の重量から推定するデフォルト式を設定してはどうか。 
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＜木質バイオマス方法論における付随的排出量算定のデフォルト化状況＞ 

Å 木質バイオマス方法論におけるプロジェクト実施後の付随的排出量の算定項目は下表の4つであり、このうちⅡに
ついてはバイオマス固形燃料使用量あたり排出量のデフォルト値が設定済み。 

 

 

 

 

 

 

 

Å デフォルト化されていない項目のうち特にⅠは、Ⅲの“燃料”の運搬と異なり、 “原料”の運搬に係る情報（輸送
車両で使用した燃料量、輸送した原料の重量、輸送距離など）をプロジェクト実施者が直接知り得ないため、そ
の付随的排出量の算定は負担となっている。 

Å なかでも、運搬した原料の重量（使用した燃料の量に応じた重量）をデフォルト化できれば、 “トンキロ法”により
付随的排出量を算定できる。 

ü トンキロ法：「輸送重量(トン)×輸送距離(キロ)×トンキロあたり燃料使用量(リットル)」により燃料使用量、さらに排出量を算定する方法。 

ü 輸送距離は、輸送の出発地点と終着地点が分かれば、ドライブナビゲーションソフト等により比較的容易に知ることができる。 

付随的排出量の算定項目 デフォルト化 デフォルト化の内容 

Ⅰ バイオマス原料の運搬 なし （今次運営委の審議事項：本項） 

Ⅱ バイオマス固形燃料化処理設備の使用 あり 木質ペレットの場合：0.4tCO2/t  
木質チップ又は薪の場合：0.05tCO2/t 

Ⅲ バイオマス固形燃料の運搬 なし 

Ⅳ 対象設備に付帯する追加設備 なし （今次運営委の審議事項：次項） 



1.1 付随的排出量算定の簡素化：木質バイオマス方法論② 

¸改定の背景：（特に原料運搬に係る）付随的排出量の算定がプロジェクト実施者に負担。 

¸改定案：“原料”の重量を“燃料”の重量から推定するデフォルト式を設定してはどうか。 
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＜原料重量を燃料重量から推定するデフォルト式＞ 

Å 原料と燃料の重量比は両者の“含水率”に依存するので、原料の含水率（湿量基準）を65%※1（原料が解
体材のみの場合は15%※2）とデフォルト化し、次の数式から原料重量を推定できるようにしてはどうか。 

     原料重量＝〔燃料重量×（100%－燃料含水率）〕÷35% （※含水率の単位は%） 

     原料重量＝〔燃料重量×（100%－燃料含水率）〕÷85% （←原料が解体材のみと確認できる場合） 

ü ※1 チップ用原木の標準的な樹種の含水率データ（湿量基準）より設定（下表参照）。 
出典：全国木材チップ工業連合会『製紙用チップ、チップ用原木の安定取引普及事業調査・分析事業報告書』（平成22年度） 

 

 

 

 

 

ü ※2 建築廃材は、長時間利用されている間に自然乾燥されるため、含水率は平衡含水率に近くなる。 
製材品及びボード類の平衡含水率（乾量基準）はそれぞれ12～17%、８～12％であり、乾量基準の17%は湿量基準の15%に相当する。 
出典：全国木材チップ工業連合会『木材チップ等原料転換型事業調査・分析事業報告書』（平成23年度） 

ü 原料の含水率は高く想定するほど原料重量／燃料重量比が大きくなり保守的。 

樹種 最大値 平均値 

スギ 66.6% 55.2% 

ヒノキ 54.8% 49.7% 

カラマツ 41.4% 32.3% 

トドマツ 50.1% 38.0% 



1.1  付随的排出量算定の簡素化：木質バイオマス方法論③ 
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＜原料重量を燃料重量から推定するデフォルト式（続）：燃料含水率のデフォルト値設定＞ 

Å 燃料の含水率は、プロジェクト実施者が把握可能（燃料供給会社からの提供、計測器による計測等により）で
あるが、使用するケースは限られる※1ので、一層の簡素化のため、原料輸送に係る付随的排出量の算定におい
てのみ、下記のデフォルト値を使用可とする。 

ü ※1 方法論上、燃料の含水率を把握して算定に用いるのは、燃料の単位発熱量が絶乾ベースで与えられており、それを湿潤ベースの単位発
熱量に換算する必要がある場合（燃料使用量が湿潤ベースでしか把握できない場合など）に限られる（方法論9頁）。 

 

 

 

 

ü ※2 木質ペレットの含水率の統計調査値（右表参照）、および業界団体による品質規格 
における基準値（10%以下）から設定。 
出典：林野庁『特用林産物生産統計調査』 
     日本木質ペレット協会「木質ペレット品質規格」（平成29年2月27日改正） 

ü ※3 木質チップを解体材から生産する場合の一般的な湿量基準含水率（10％）、同じく 
生材状態から生産し最も高水準な発熱量3,500kcal/kgを担保する場合の湿量基準含水 
率（20％）、および業界団体による品質規格における基準値（最高品質区分で25%以 
下）から設定。 
出典：全国木材チップ工業連合会『木材チップ等原料転換型事業調査・分析事業報告書』（平成23年度） 
     木質バイオマスエネルギー利用推進協議会「燃料用木質チップの品質規格」（平成26年11月13日制定） 

ü ※4 薪は通常通気を良い場所で乾燥させた上で使用するため、自然乾燥による平衡含水率15~20%から設定（インターネット検索で把握
できる、一般販売されている人工乾燥薪の含水率も、15～20％に収まる）。  
出典：日本暖炉ストーブ協会ウェブサイト 
     森林総合研究所関西支所『里山管理をはじめよう」 

ü 燃料の含水率は低く想定するほど原料重量／燃料重量比が大きくなり保守的。 

木質ペレット 木質チップ 薪 

原料が解体材のみと確認できる場合 その他の場合 

5%β2 10%β3 20%β3 15%β4 

年 最低値 生産県 

平成23年 5.0% 栃木 

平成24年 6.0% 栃木 

平成25年 5.1% 福井 

平成26年 7.0% 岩手、長野 

¸改定案：原料の重量を推定する際に“燃料の含水率”もデフォルト化してはどうか。 



1.1  付随的排出量算定の簡素化：木質バイオマス方法論④ 
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現行 改定案 

3. プロジェクト実施
後排出量の算定 
＜付随的な排出
活動＞ 
b）バイオマス原料
の運搬によるプロ
ジェクト実施後排
出量 
 

（前略） 
¸バイオマス原料の運搬によるプロ

ジェクト実施後排出量
（EMPJ,S,transport,feedstock ）の算
定に当たっては、燃費法又はトンキ
ロ法を使用してもよい。燃費法及
びトンキロ法の詳細については「モニ
タリング・算定規程」の別冊を参照
すること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

¸国内におけるバイオマス原料の貨
物車両による運搬において、運搬
に係る貨物車両の最大積載量が
不明な場合は、当該貨物車両の
最大積載量を2,000kgとしてもよ
い。 

（前略） 
¸バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量（EMPJ,S,transport,feedstock ）

の算定に当たっては、燃費法又はトンキロ法を使用してもよい。燃費法及びトンキロ
法の詳細については「モニタリング・算定規程」の別冊を参照すること。 

¸バイオマス原料の運搬によるプロジェクト実施後排出量の算定に当たってトンキロ法
を使用する場合、バイオマス原料の輸送重量は以下の数式で求めてもよい。 
（原料が解体材のみと確認できる場合） 
バイオマス原料の輸送重量＝PVPJ ×〔（100%－WCFPJ,biosolid ）÷85%〕 
（その他の場合） 
バイオマス原料の輸送重量＝PVPJ ×〔（100%－WCFPJ,biosolid ）÷35%〕 
 
 
 
 
 
 
上の2式に限り、プロジェクト実施後のバイオマス固形燃料の含水率（湿量基準）
は、以下の値を使用してもよい（式12では使用できない）。 
－木質ペレットの場合：5% 
－原材料が解体材のみと確認できる木質チップの場合：10% 
－その他の木質チップの場合：20% 
－薪の場合：15% 

¸国内におけるバイオマス原料の貨物車両による運搬において、運搬に係る貨物車両
の最大積載量が不明な場合は、当該貨物車両の最大積載量を2,000kgとしても
よい。 

Å 改定内容（案）は下表の通り。 

   

PVPJ   
 

t/  

WCFPJ,biosolid   % 



1.1  付随的排出量算定の簡素化：木質バイオマス方法論⑤ 

¸改定の背景：追加設備に係る付随的排出量の算定もプロジェクト実施者に負担。 

¸改定案：追加設備に係る付随的排出量の算定にデフォルト値を導入してはどうか。 
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＜追加設備に係る付随的排出量のデフォルト値設定＞ 

Å 本方法論に基づき登録済みのプロジェクト17件について、電力を使用する追加設備における電力使用量（バイ
オマス燃料1tあたり）は右下図の通り。 

ü 電力を使用する追加設備とは、バイオマス燃料をボイラーに投入する装置等。 

Å 次の2点に鑑みて、電力を使用する追加設備における電力使用量のデフォルト値を「300kWh/t」としてはどうか。  

ü 17件のうち実測値に基づいて算出した13件の最大値は 
291kWh/t（右図の緑色のグラフ）。 

ü 推計した4件を含めても全17件中16件は300kWh/t 
未満。 

※横軸の「推」及び「実」はそれぞれ、分母のバイオマス燃料重量を推計又は実測していることを意味する。 
また、分子の電力使用量は定格出力に年間稼働時間を乗じた値が用いられている。 
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1.1  付随的排出量算定の簡素化：木質バイオマス方法論⑥ 
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現行 改定案 

3. プロジェクト実施
後排出量の算定 
＜付随的な排出
活動＞ 
e）対象設備に付
帯する追加設備の
使用によるプロジェ
クト実施後排出量 
 

e-1）化石燃料を使用する場合 
EMPJ,S,auxiliary ＝FPJ,auxiliary ×HVPJ,auxiliary ×CEFPJ,auxiliary  

 
e-2）電力を使用する場合 
EMPJ,S,auxiliary ＝ELPJ,auxiliary ×CEFelectricity,t  

 
（後略） 

 
 
 
 
 

e-1）化石燃料を使用する場合 
EMPJ,S,auxiliary ＝FPJ,auxiliary ×HVPJ,auxiliary ×CEFPJ,auxiliary  

 
e-2）電力を使用する場合 
EMPJ,S,auxiliary ＝ELPJ,auxiliary ×CEFelectricity,t  

 
（中略） 

 
¸プロジェクト実施後の追加設備の使用によるプロジェクト実施

後排出量は、電力を使用する設 備に限り、プロジェクト実施
後の対象設備におけるバイオマス固形燃料使用量にデフォル
ト 値：300kWh/t を乗じ、さらに該当する年度の系統電
力の排出係数を乗じることで求めてもよい。 

6.モニタリング方法 
ELPJ,auxiliary に係る
注 

（なし） ＜※2＞ 
¸プロジェクト実施後の追加設備の使用によるプロジェクト実施

後排出量は、電力を使用する設 備に限り、プロジェクト実施
後の対象設備におけるバイオマス固形燃料使用量にデフォル
ト 値：300kWh/t を乗じ、さらに該当する年度の系統電
力の排出係数を乗じることで求めてもよい。 

Å 改定内容（案）は下表の通り。 



1.1  付随的排出量算定の簡素化：木質バイオマス方法論⑦ 

¸改定案：木質ペレットのデフォルト単位発熱量に低位ベースの数値を追加してはどうか。 
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＜木質ペレットの単位発熱量のデフォルト値に低位発熱量を追加＞ 

Å 木質ペレットを用いる設備における使用熱量を低位発熱量ベースで計算したいという要望が複数寄せられたこと
を踏まえ、木質ペレットの単位発熱量のデフォルト値として、既存の高位発熱量と同じ出典から引用して、低位発
熱量を追加してはどうか。 

ü 一般に、バイオマスボイラーの効率は低位発熱量基準で表記される場合が多い。そのため、現行の高位発熱量のデフォルト値を算定に用いる場
合、低位発熱量基準に換算する必要が生じ、プロジェクト実施者にとっては手間となっている。 

Å また、これまで高位発熱量の出典としていた日本木質ペレット協会「木質ペレット品質規格」が改正されたことを
踏まえ、高位発熱量の値も更新する。  

現行 改定案 

モニタリング方法 
係数のモニタリング 
注記 

【木質ペレットの場合】 
 単位発熱量【湿潤ベース】：17.6 GJ/t 
※日本木質ペレット協会「木質ペレット品質規

格」（平成23年3月31日制定）より。 

【木質ペレットの場合】 
 単位発熱量【湿潤ベース】：17.5 GJ/t（高位） 16.0 GJ/t（低位） 
※日本木質ペレット協会「木質ペレット品質規格」（平成29年2月27日改

正）より。 



1.2  付随的排出量算定の簡素化：太陽光発電方法論① 

¸改定の背景：電力制御装置に係る付随的排出量の算定がプロジェクト実施者に負担。 

¸改定案：電力制御装置に係る付随的排出量の算定にデフォルト値を導入してはどうか。 
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＜電力制御装置に係る付随的排出量の算定におけるデフォルト値の導入＞ 

Å 本方法論に基づき登録済みのプロジェクト12件について、電力制御装置に係る電力使用量（発電量1kWhあ
たり）は右下図の通り。 

Å こうした実績に鑑みて、電力制御装置に 
係る電力使用量（発電量1kWhあたり） 
のデフォルト値を「0.02kWh/kWh」として 
はどうか。 

Å なお、太陽光発電設備における電力制御 
装置は、夜間など非発電中も待機電力を 
必要とするので、系統電力に接続されてお 
り、自ら発電した電力を使用することはない。  

※横軸の「推」及び「定」はそれぞれ、分子の電力制御装置に係る電力使用量を事務局にて事後的に推計、 
又はプロジェクト実施者にて定格出力に年間稼働時間を乗じることで算出していることを意味する。 

また、分母の発電量は太陽光発電設備に付属している電力量計等により実測された値が用いられている。 



1.2  付随的排出量算定の簡素化：太陽光発電方法論② 
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現行 改定案 

3. プロジェクト実施後排
出量の算定 
＜付随的な排出活動＞ 
b）電力制御装置の使
用によるプロジェクト実施
後排出量 
 

EMPJ,S, control ＝ELPJ,control ×CEFelectricity,t  

 
（後略） 

 
 
 
 
 

EMPJ,S, control ＝ELPJ,control ×CEFelectricity,t  

 
（中略） 

 
¸プロジェクト実施後の電力制御装置の使用によるプロジェクト

実施後排出量は、プロジェクト実施後の対象設備における
発電電力量にデフォルト値：0.02kWh/kWhを乗じ、さら
に該当する年度の系統電力の排出係数を乗じることで求め
てもよい。 

6.モニタリング方法 
ELPJ,control に係る注 

（なし） ＜※1＞ 
¸プロジェクト実施後の電力制御装置の使用によるプロジェクト

実施後排出量は、プロジェクト実施後の対象設備における
発電電力量にデフォルト値：0.02kWh/kWhを乗じ、さら
に該当する年度の系統電力の排出係数を乗じることで求め
てもよい。 

Å 改定内容（案）は下表の通り。 



2．自家発電設備の新規導入に関する 
方法論の改定 
 

 

【審議事項】 



2 方法論改定によるプロジェクト対象拡大：自家発電による系統代替① 

¸天然ガスを燃料とする燃料電池で自家発電し系統電力を代替する事業の登録希望あり。 

¸自家用発電機方法論を改定し新設（系統電力代替）にも適用可能としてはどうか。 
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＜プロジェクト登録に係る相談＞ 

Å 天然ガスを燃料とする燃料電池で自家発電し系統電力を代替する事業（廃熱は回収利用しないのでコージェネ
レーションではなくモノジェネレーション）をＪ－クレジット登録できないか、民間企業より相談あり。 

ü 相談者は、福岡県のオフィスビル（2013年11月、200kW）、東京都のオフィスビル（2014年6月、 200kW）、神奈川県の大学（2014年
6月、 200kW）、大阪府の公設市場（2015年3月、 1,200kW）、埼玉県の工場（2017年1月、 250kW）で導入実績あり。このうち東
京都の事例で登録を準備中。 

ü 相談者の自家発電機の排出係数は0.383kg-CO2/kWh。これに対し、全電源排出係数の最新（2015年度）値は0.531kg-CO2/kWh、
「電気事業における低炭素社会実行計画」の2030年目標値は0.37kg-CO2/kWh程度。 

＜方法論改定の方針（案）＞ 

Å 方法論EN-S-025「自家用発電機の更新」を「自家用発電機の導入」に改定し、「系統電力より低排出の自家
用発電機」に限定して新設（系統電力の代替）も適用対象としてはどうか。 

ü 新設の自家用発電機には様々な技術を用いたものが想定されるが、ひとまず今回の改定では、事業者から要望を受けていること、発電効率が高い
こと等を踏まえ、燃料電池について対象を拡大することとしてはどうか。 

ü 本方法論の対象拡大については、引き続き検討することとする。 



2 方法論改定によるプロジェクト対象拡大：自家発電による系統代替② 

¸「系統電力より低排出」であることは、妥当性確認時及び検証時に確認することとしてはどうか。 
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＜方法論改定の方針（案）続き＞ 

Å 「系統電力より低排出」とは下表の①及び②を指し、
されるとしてはどうか。 

 

 

 

 

 

  ※対応する年度の値がモニタリング・算定規程に未記載の場合は、最新年度の値を用いることができる。 

条件を満たすか判断する時点 条件の内容 

①プロジェクト登録（妥当性確認 
  申請）時 

自家用発電機の発電電力量当たりCO2排出量（カタログ値） 
 ＜モニタリング・算定規程記載の系統電力の全電源排出係数（最新年度の値） 

②クレジット認証（検証申請）時 自家用発電機の発電電力量当たりCO2排出量（年度単位の実測値） 
 ＜モニタリング・算定規程記載の系統電力の全電源排出係数（対応する年度の値※） 



2 方法論改定によるプロジェクト対象拡大：自家発電による系統代替③ 
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現行 改定案 

方法論番号・名称 EN-S-025 Ver.1.0  自家用発電機の更新 EN-S-025 Ver.2.0  自家用発電機の導入 

方法論の対象 本方法論は、効率のよい自家用発電機へと更新
することにより、化石燃料等の使用量を削減する
排出削減活動を対象とするものである。 

本方法論は、効率のよい自家用発電機を導入することにより、化石燃料
の使用量を削減又は系統電力を代替する排出削減活動を対象とするも
のである。 

1．適用条件 

条件1 

ベースラインの自家用発電機よりも効率のよい自
家用発電機を導入すること。 

ベースラインの自家用発電機よりも効率のよい自家用発電機に更新するこ
と、又は系統電力より低排出の自家用発電機を新設すること。 

適用条件の 
説明 

条件1 

 ベースラインの自家用発電機は、プロジェクト実
施前の自家用発電機とする。ここでの「効率のよ
い」とは、発電効率が上昇していることをいう。 
 

 ベースラインの自家用発電機は、プロジェクト実施前の自家用発電機と
する。ここでの「効率のよい」とは、発電効率が上昇していることをいう。 
 「系統電力より低排出」とは、燃料電池式の自家用発電機の発電電力
量当たり CO2 排出量（メーカーの仕様書等に記載されたカタログ値）が、
妥当性確認申請時においてモニタリング・算定規程（排出削減プロジェク
ト用）に記載されている系統電力の排出係数（全電源）の最新年度の
値より小さいこと、及び、当該自家用発電機の発電電力量当たり CO2 
排出量（認証申請期間中の各年度について実測値から算定された値）
が、同規程に記載されている系統電力の排出係数（全電源）の各年度
の値よりそれぞれ小さいことをいう（ただし、検証申請時において対応する
年度の値が同規程において明らかにされていない場合は、直近年度の値を
用いることができる）。クレジット認証申請（検証）毎に後者の条件を満
たしているか審査が実施され、条件を満たすと認められた年度についてのみ
クレジットは認証される。  

Å 改定内容（案）は下表の通り。 



2 方法論改定によるプロジェクト対象拡大：自家発電による系統代替④ 
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現行 改定案 

適用条件の 
説明 

条件1 

 

 ただし、自家用発電機を更新する場合であっても、以下のい
ずれかに該当する場合には、条件1を満たさないこととする。 
 
①更新前の設備の情報がない場合 
（中略） 
 コージェネレーションを導入するプロジェクトについては、EN-S-
007「コージェネレーションの導入」の方法論を適用すること。また、
化石燃料からバイオマス又は廃棄物由来燃料へ燃料転換を伴
う場合は、･･･（後略） 

 自家用発電機を更新する場合であっても、以下のいずれかに
該当する場合には、系統電力より低排出の自家用発電機を新
設するプロジェクトとしなければならない。 
①更新前の設備の情報がない場合 
（中略） 
 コージェネレーションを導入するプロジェクトについてはEN-S-
007「コージェネレーションの導入」、太陽光発電設備を導入する
プロジェクトについてはEN-R-002「太陽光発電設備の導入」、
水力発電設備を導入するプロジェクトについてはEN-R-006「水
力発電設備の導入」、風力発電設備を導入するプロジェクトにつ
いてはEN-R-008「風力発電設備の導入」、再生可能エネル
ギー熱（温泉熱、地熱・地中熱又は太陽熱）を利用する発電
設備を導入するプロジェクトについてはEN-R-009「再生可能エ
ネルギー熱を利用する発電設備の導入」の各方法論を適用する
こと。また、化石燃料からバイオマス又は廃棄物由来燃料へ燃料
転換を伴う場合は、･･･（後略） 

2．排出削減
量の算定 

排出削減量の
算定で考慮す
べき温室効果
ガス排出活動 

項：ベースライン排出量 
排出活動：自家用発電機の使用 
温室効果ガス：CO2 
説明：【主要排出活動】ベースラインの自家用発電機の使用
に伴う化石燃料の使用による排出量 

項：ベースライン排出量 
排出活動：自家用発電機の使用 
温室効果ガス：CO2 
説明：【主要排出活動】ベースラインの自家用発電機の使用
に伴う化石燃料の使用による排出量 
排出活動：系統電力の使用 
温室効果ガス：CO2 
説明：【主要排出活動】ベースラインの系統電力の使用に伴う
排出量 



2 方法論改定によるプロジェクト対象拡大：自家発電による系統代替⑤ 
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現行 改定案 

4．ベースライン
排出量の考え
方 

 本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト
実施後の自家用発電機による発電電力量を、プロジェ
クト実施後の自家用発電機ではなく、プロジェクト実施
前の自家用発電機から得る場合に想定されるCO2排
出量とする。 

ELBL＝ELPJ 

 
ELBL：ベースラインの自家用発電機による発電量

（kWh/年） 

ELPJ：プロジェクト実施後の自家用発電機による発電
量（kWh/年） 

 本方法論におけるベースライン排出量は、プロジェクト実施後の自家用
発電機による発電電力量を、プロジェクト実施後の自家用発電機では
なく、更新の場合はプロジェクト実施前の自家用発電機から、新設の場
合は系統電力から、それぞれ得る場合に想定されるCO2排出量とする。 
 

ELBL,captive ＝ELPJ 

ELBL,grid ＝ELPJ 

ELBL,captive ：ベースラインの自家用発電機による発電量（kWh/年） 

ELBL,grid ：ベースラインの系統電力の使用量（kWh/年） 

ELPJ：プロジェクト実施後の自家用発電機による発電量（kWh/年） 

5．ベースライン
排出量の 
算定 

 

EMBL=EL BL×3.6×103Ⱥ(100/νBL)×CEFBL,fuel  

（略） 

1）ベースラインがプロジェクト実施前の自家用発電機の場合 

EMBL=EL BL×3.6×103Ⱥ(100/νBL)×CEFBL,fuel  

（略） 

2）ベースラインが系統電力の場合 

EMBL＝ELBL,grid ×CEFelectricity,t  

EMBL：ベースライン排出量（tCO2/年） 

ELBL,grid ：ベースラインの系統電力の使用量（kWh/年） 

CEFelectricity,t ：系統電力のCO2排出係数（tCO2/GJ） 

6．モニタリング
方法 

2）係数のモニタリング 

（電力のCO2排出係数は無し） 

2）係数のモニタリング 
CEFelectricity ,：系統電力のCO2排出係数（tCO2/GJ） 
モニタリング方法例：デフォルト値を使用 
モニタリング頻度：【要求頻度】検証時の最新のものを使用 



3．プログラム型プロジェクト等に関する 
制度文書・方法論の改定 

3.1 実施規程の改定：プログラム型プロジェクトに係る実
施規程ルールの詳細化 

3.2 再エネ熱発電方法論（EN-R-009）の改定：バイ
ナリー発電の作動媒体に使用するフロンの漏洩 

3.3 森林管理プロジェクトに係る各種制度文書の改定 

3.4 森林経営活動方法論（FO-001）の改定：算定
対象となる森林の定義等の明確化 

3.5 植林活動方法論（FO-002）の改定と利用開始 

3.6 木質バイオマス方法論（EN-R-001）の改定：原
料に係る規定の修正 

【審議事項】 



3.1  プログラム型プロジェクトに係る実施規程ルールの詳細化① 

¸プログラム型プロジェクトにおいて二重認証申請のケースが発生。 

¸実施規程において二重登録／認証回避のための手続に係る記述を詳細化してはどうか。 
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＜国連クリーン開発メカニズム（CDM）のプログラム型プロジェクト（PoA)における手続＞ 

Å 厳格さで知られるCDMでは、PoA（Programme of Activities）間での個別活動（CPAs）の二重登録を
避けるため、個々の設備への①PoAのロゴ②PoA番号③CPA番号を刻印したステッカーの貼付や、個々の設備
のGPS位置情報（経度・緯度）の登録を要求。 

＜Ｊ－クレジット制度における現実的な手続＞ 

Å Ｊ－クレジット制度には登録済みのプログラム型プロジェクトが多数存在し、それらの個別削減活動に対しCDM
のようなステッカー貼付や位置情報登録を事後的に求めることは非現実的。 

Å Ｊ－クレジット制度のプログラム型プロジェクトで、個々の削減活動は「削減活動実績報告リスト」において製品の
シリアル番号や実施者の住所地によって特定・峻別されていることを踏まえ、それらを用いて二重登録及び認証を
回避する旨を実施規程に追記してはどうか。 
ü 別プロジェクト間での重複確認は原理的に制度管理者しか行い得ないので、必要に応じて制度管理者に照会するよう求める。 

ü シリアル番号が付されない小設備（電球等）が今後プロジェクト型登録されることも想定し、CDMのようなステッカー貼付方式も例示する。 

＜実施規程（プロジェクト実施者向け）改定案＞ 
 

 

 

 
                                                                             （次頁に続く） 

現行 改定案 

2.2.3 類似制
度において登録
されていないこと 

 プロジェクト実施者が本制度で登録しようとする排出削減・吸
収活動が、他の類似制度にも登録されている場合、本制度の
登録を受けることはできない。 

 プロジェクト実施者が本制度で登録しようとする排出削減・吸
収活動が、他の類似制度又は本制度にも登録されている場合、
本制度の登録を受けることはできない。 



3.1  プログラム型プロジェクトに係る実施規程ルールの詳細化② 
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＜実施規程（審査機関向け）改定案＞ 
現行 改定案 

3.8.1 プロジェク
ト計画書の妥当
性確認 
（1）実施規程
（プロジェクト実
施者向け）で定
められた要件等
を満たしているか
の確認 

また、以下のプロジェクトを実施する場合は、追加
で確認が必要な要件があるため、留意すること。 
・プログラム型プロジェクトを実施する場合。 
・森林管理プロジェクトを実施する場合。 
・利用するに当たってプロジェクト計画書作成前に
制度管理者へ確認することが必要な方法論に
基づくプロジェクトを実施する場合。 

また、以下のプロジェクトを実施する場合は、追加で確認が必要な要件があ
るため、留意すること。 
・プログラム型プロジェクトを実施する場合。※ 
・森林管理プロジェクトを実施する場合。 
・利用するに当たってプロジェクト計画書作成前に制度管理者へ確認すること
が必要な方法論に基づくプロジェクトを実施する場合。 
※特に、「個々の削減活動が、類似制度及び本制度のプロジェクトとして登

録されていないものであること」（実施規程（プロジェクト実施者向け）
2.2.8 ② ⅱ）の要件を満たすかについては、個々の設備あるいは活動
実施者に固有の情報や標識（シリアル番号、住所地、番号等を付した
ステッカー等）を用い、必要に応じて制度管理者に照会する等して、十
分留意のうえ確認すること。 

3.8.2 モニタリン
グ報告書の検証 
（4）実施規程
（プロジェクト実
施者向け）の要
件等を満たして
いるかの確認 

・二重認証の有無 
üクレジット認証を受けようとする期間が、他の

類似制度においてクレジット認証（クレジット
に類する環境価値としての認証を含む）を受
けた期間と重複していないことを確認する。 

・二重認証の有無 
üクレジット認証を受けようとする期間が、他の類似制度又は本制度にお

いてクレジット認証（クレジットに類する環境価値としての認証を含む）
を受けた期間と重複していないことを確認する。 

ü特に、プログラム型プロジェクト間での二重認証には留意が必要であり、
個々の設備あるいは活動実施者に固有の情報や標識（シリアル番号、
住所地、番号等を付したステッカー等）を用い、必要に応じて制度管理
者に照会する等して、他の類似制度及び本制度においてクレジット認証
を受けた削減活動と重複していないことを確認する。 

現行 改定案 

2.2.8 その他制
度の定める事項
に合致しているこ
と 
＜解説＞ 

（2）類似制度及び本制度のプロジェクトとして
二重登録されていない 
 特に、プログラム型プロジェクト間での二重登録に
は留意が必要である。 

（2）類似制度及び本制度のプロジェクトとして二重登録されていない 
 特に、プログラム型プロジェクト間での二重登録には留意が必要であり、
個々の設備あるいは活動実施者に固有の情報や標識（シリアル番号、住
所地、番号等を付したステッカー等）を用い、必要に応じて制度管理者に照
会する等して、他の類似制度又は本制度においてプロジェクトとして登録され
ている削減活動と重複していないことを確認する。 



3.2  バイナリー発電の作動媒体に使用するフロンの漏洩① 
 
¸再エネ熱発電方法論で、バイナリー発電の作動媒体に使用するフロン等の漏洩が想定されていない。 

¸整備時の追加充填量をもって漏洩量とし、付随的排出量を計上することにしてはどうか。 
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＜現行方法論の問題点＞ 

Å 現行方法論EN-R-009「再生可能エネルギー熱を利用する発電設備の導入」は、温室効果を有
する作動媒体を用いる場合は、その媒体が漏洩しないような構造であることを適用条件とし、作動媒
体の漏洩を想定していない。 
ü バイナリー発電は必ずしも一般的な方法ではないが、Ｊ－クレジット制度において上記方法論で登録されている唯一の案件は、バイナリー地熱

発電のプロジェクトである。 

Å そのような想定よりも、ヒートポンプ方法論、空調設備方法論、冷凍・冷蔵設備方法論と同様に、整
備時の追加充填量から漏洩量を把握し、付随的排出量を算定する方が、現実的ではないか。 

＜方法論改定案＞ 

Å 主な改定内容（案）は以下の通り。 

 

 

 

ü 。 

 

 

 

現行 改定案 

適用条件 条件3：温室効果を有する作動媒体を用いる発電設備を導
入する場合には、その媒体が漏洩しないような構造であること 

（削除） 

排出削減量の
算定で考慮す
べき温室効果
ガス排出活動 

プロジェクト実施後排出量 
・再生可能エネルギー熱を利用する発電設備の利用【主要】 
・電力制御装置の使用【付随】 
・蓄電池の使用【付随】 
・ポンプ等の補助動力の使用【付随】 

プロジェクト実施後排出量 
・再生可能エネルギー熱を利用する発電設備の利用【主要】 
・電力制御装置の使用【付随】 
・蓄電池の使用【付随】 
・ポンプ等の補助動力の使用【付随】 
・作動媒体の漏洩【付随】 
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現行 改定案 

付随的な排出
活動 

b)電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用によるプロ
ジェクト実施後排出量 

c)蓄電池の充放電の使用によるプロジェクト実施後排出量 
d)ポンプ等の補機動力の使用によるプロジェクト実施後排出量 
 

b)電力制御装置（パワーコンディショナー等）の使用によるプロ
ジェクト実施後排出量 

c)蓄電池の充放電の使用によるプロジェクト実施後排出量 
d)ポンプ等の補機動力の使用によるプロジェクト実施後排出量 
e)温室効果を有する作動媒体の漏洩によるプロジェクト実施後

排出量 

付随的な排出
活動の算定例 

EMPJ,SṬEMPJ,S,controlṧEMPJ,S,battery ṧEMPJ,S,auxiliary  EMPJ,SṬEMPJ,S,controlṧEMPJ,S,battery ṧEMPJ,S,auxiliary  

＋EMPJ,S,leak  

 
e)温室効果を有する作動媒体の漏洩によるプロジェクト実施後

排出量 
EMPJ,S,leakṬLAPJȺGWPPJ 

 

EMPJ,S,leak  :温室効果を有する作動媒体の漏洩によるプロジェク
ト実施後排出量（tCO2e/年） 

LAPJ :プロジェクト実施後の発電設備における作動媒体（温室
効果を有するもの）の漏洩量（t/年） 

GWPPJ :プロジェクト実施後の発電設備に充填されている作動
媒体（温室効果を有するもの）の地球温暖化係数
（tCO2e/t） 

Ṯ ṯ 

ṕLAPJṖ
 

活動量のモニタ
リング 

（LAPJ の項は無し） LAPJ :プロジェクト実施後の発電設備における作動媒体（温室
効果を有するもの）の漏洩量（t/年） 
（モニタリング方法例）整備時に追加的に充填される作動
媒体を計測 
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現行 改定案 

係数のモニタリン
グ（承前） 

GWPPJ :プロジェクト実施後の発電設備に充填されている作動
媒体（温室効果を有するもの）の地球温暖化係数
（tCO2e/t） 
（モニタリング方法例）デフォルト値を利用／メーカーの
仕様書等に記載されたカタログ値をもとに算定 
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＜「森林施業計画」の文言削除の必要性と留意点＞ 

Å 森林法改正（平成24年４月１日施行）に伴う森林施業計画の経過措置が平成28年度末で
失効したことを踏まえ、制度文書中の「森林施業計画」の文言を削除してはどうか。 

ü 森林管理プロジェクトは、「森林経営計画又は森林施業計画に沿って実施されること」（森林経営活動の場合）、又は
「検証申請時までにプロジェクト実施地が森林経営計画又は森林施業計画に含まれること」（植林活動の場合）が条件。 

ü 「森林施業計画」の文言を含む制度文書と、各文書における箇所数は、下記の通り。 
 
 
 
 
 
  

ü Ｊ－クレジット制度下で登録された森林管理プロジェクトは、方法論FO-001に基づく22件（FO-002に基づく登録実績
は無し）。そのうち「森林施業計画に沿って実施」されていることにより方法論適用条件を満たして登録されたプロジェクトは 
1件のみ（認証対象期間は2013年4月1日～2021年3月31日。クレジット認証実績なし）。 

Å ①登録済みプロジェクトに係るモニタリング・算定、モニタリング報告書の作成は、既に認証された「プロ
ジェクト計画書に従って」行われ、また②モニタリング報告書の検証においては、「プロジェクトが登録さ
れた時点以降に制度文書の改定がなされた場合であっても、登録された時点における最新の制度
文書類に基づいて検証を行うことができる」と規定されているので、制度文書から「森林施業計画」の
文言が削除されても登録済みプロジェクトには影響を及ぼさない。 

ü 上記①は実施要綱3.1.6や実施規程（プロジェクト実施者向け）5.2、②は実施規程（審査機関向け）3.8.2の規定。 

ü 単純に「森林施業計画」の文言を削除しても問題はなく、読み替え規定等は必要ない。 

文書名 箇所数 文書名 箇所数 

実施要綱 2 方法論策定規程（森林管理PJ用） 2 

実施規程（プロジェクト実施者向け） 10 方法論FO-001 森林経営活動 22 

モニタリング・算定規程（森林管理PJ用） 5 方法論FO-002 植林活動 4 
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現行 改定案 

1.6 Ｊ－クレ
ジット制度の概
要 
認証対象期間 

 排出削減プロジェクトの認証対象期間の開始日は、プロジェク
ト登録の申請のあった日若しくはモニタリングが可能となった日の
いずれか遅い日とする。森林管理プロジェクトについては、吸収
量を年度単位で算定するため、認証対象期間の開始日をプロ
ジェクト開始日の含まれる年度の開始日とする。ただし、正当な
理由なく年度の開始日に森林経営プロジェクト実施地の森林
について有効な森林施業計画又は森林経営計画が存在しな
い場合には、認証対象期間の開始日は、認定を受けた森林
施業計画又は森林経営計画の開始日以降とする。（後略） 

 排出削減プロジェクトの認証対象期間の開始日は、プロジェク
ト登録の申請のあった日若しくはモニタリングが可能となった日の
いずれか遅い日とする。森林管理プロジェクトについては、吸収
量を年度単位で算定するため、認証対象期間の開始日を、プ
ロジェクト登録の申請のあった日の含まれる年度の開始日とする。
ただし、正当な理由なく年度の開始日に森林経営プロジェクト
実施地の森林について有効な森林経営計画が存在しない場
合には、認証対象期間の開始日は、認定を受けた森林経営
計画の開始日以降とする。（後略） 

＜実施要綱における認証対象期間に係る規定の改定＞ 

Å 森林管理プロジェクトの認証対象期間の開始日に関する規定が分かりにくいとの指摘があるため、
「プロジェクト開始日」という未定義の文言を、意味するところを正確に表現する「プロジェクト登録の
申請のあった日」に変更してはどうか。 

ü 森林管理プロジェクトでは、吸収量を年度単位で算定するため、同一年度内においてプロジェクトの申請日とモニタリングが可
能となった日のどちらが遅い日であるかに関わらず、当該日を含む年度の開始日が認証対象期間の開始日となる。 

Å 具体的な改定案は下記の通り（「森林施業計画」の削除も含む）。 

 

 

¸森林管理プロジェクトの認証対象期間に係る規定を適正化してはどうか。 
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＜森林管理プロジェクトに係るプロジェクト登録要件②の問題：「森林経営活動」の場合＞ 

Å プロジェクト登録要件②（実施要綱）が「プロジェクト登録を申請した日の2年前の日以降に実施さ
れたものであること」と改定された際、森林管理プロジェクトについては本要件の適否を「植林若しくは
森林経営計画又は森林施業計画に基づく適切な施業又は森林の保護（森林の巡視等を含む）
を実施した日」を基準に判断する旨が実施規程（プロジェクト実施者向け）に明記された。 

Å 森林経営活動プロジェクト（FO-001）は元より、認証対象期間中に森林経営計画に基づく適切
な施業又は森林の保護（森林の巡視等を含む）を実施することが条件となっており、認証対象期
間は定義上「プロジェクト登録を申請した日を含む年度の開始日」以降であるので、 “プロジェクト登
録を申請した日の2年前の日以降に森林経営計画又は森林施業計画に基づく適切な施業又は森
林の保護（森林の巡視等を含む）を実施”という条件は論理的に必ず満たされることになる。 

Å しかしながら、実施要綱の登録要件と方法論の適用条件の関係が分かりにくく、プロジェクト登録申
請日から過去２年以内に施業又は森林の保護を実施していることが登録要件となるとの誤解を招く
おそれがある。 

¸森林管理プロジェクトを、プロジェクト実施時期に係る登録要件の適用外としてはどうか。 

2

H30.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H37.4.1H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1

8

2
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＜森林管理プロジェクトに係るプロジェクト登録要件②の問題：「植林活動」の場合＞ 

Å 植林活動プロジェクトは、これまで登録実績がなく、方法論（FO-002)は利用にあたり制度管理者
へ確認する必要がある状態（いわゆる凍結状態）となっているが、植林活動プロジェクトの登録要
望が寄せられている（P39を参照）。 

Å 凍結状態を解除するにあたり、現行の方法論を再検討したところ、 “プロジェクト登録を申請した日
の2年前の日以降に植林を実施”を適用条件とすると、林齢の極めて若い時期が認証対象期間と
なり計上可能な吸収量が非常に少ないためプロジェクトを実施するインセンティブが働かないことが判
明した。 

Å 現行の方法論FO-002では、下表の通り平成25年4月1日（現在から約4年4か月前）以降の
植林活動に対し適用される規定となっており、植林活動プロジェクトの実施を促進するためには、この
規定を活かすことが望ましい。 

 

 

 

 

方法論 箇所 規定内容（現行）※ 

FO-002 
植林活動 

適用条件2 プロジェクトが平成25年3月31日時点で森林法第5条又は第7条の2に基づく森林計画対象森林でなく、かつ、京
都議定書第1回締約国会議（COP/MOP)における決議16/CMP.1に基づき我が国が設定した森林の定義を満
たしていない土地で実施されること。 

適用条件3 検証申請時までに、プロジェクト実施地が森林経営計画又は森林施業計画に含まれること。 

¸森林管理プロジェクトを、プロジェクト実施時期に係る登録要件の適用外としてはどうか。 

※本項目の論点とは直接関係ありませんが、規定の一部改正案を今回審議いただきます。適用条件２についてはP40を、 ễ つい
てはP41を参照ください。 
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現行 改定案 

実施要綱 
3.1.3  

（前略）本制度に基づき登録されるプロジェクトは、次に掲げ
る要件のいずれも満たすものでなければならない。 
①日本国内で実施すること 
②プロジェクト登録を申請した日から2年前の日以降に実施さ

れたものであること（ただし本実施要綱Ver.3.1の有効期限
以前に登録申請したものを除く） 

（後略） 

（前略）本制度に基づき登録されるプロジェクトは、次に掲げ
る要件のいずれも満たすものでなければならない。 
①日本国内で実施すること 
②プロジェクト登録を申請した日から2年前の日以降に実施さ

れたものであること（ただし森林管理プロジェクト及び本実施
要綱Ver.3.1の有効期限以前に登録申請したものを除く） 

（後略） 

実施規程（プロ
ジェクト実施者向
け） 
2.2  

 プロジェクトは、実施要綱第３章3.1.3に規定する以下の要
件を満たさなければならない。 
①日本国内で実施すること 
②プロジェクト登録を申請した日から2年前の日以降に実施さ

れたものであること（ただし実施要綱Ver.3.1の有効期限以
前に登録申請したものを除く） 

（後略） 

 プロジェクトは、実施要綱第３章3.1.3に規定する以下の要
件を満たさなければならない。 
①日本国内で実施すること 
②プロジェクト登録を申請した日から2年前の日以降に実施さ

れたものであること（ただし森林管理プロジェクト及び実施要
綱Ver.3.1の有効期限以前に登録申請したものを除く） 

（後略） 

＜森林管理プロジェクトに係るプロジェクト登録要件②の改定案＞ 

Å 上述のような森林経営活動プロジェクト及び植林活動プロジェクトに係る問題を踏まえ、プロジェクト
実施時期に係る登録要件②を、森林管理プロジェクトに対しては適用外としてはどうか。 

ü 具体的な改定案は下表の通り。 

ü 登録要件②を適用外としても、森林管理プロジェクトにおいて吸収量算定対象となる森林には、次の時期的制約が課せら
れる。 
森林経営活動：平成2年4月以降に森林施業が実施された森林のうち、認証対象期間の開始日以降に森林施業（主 
           伐を除く）又は森林の保護が実施された森林 
植 林 活 動：平成25年4月1日以降に植林された森林 

 

 

¸森林管理プロジェクトを、プロジェクト実施時期に係る登録要件の適用外としてはどうか。 
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現行 改定案 

実施規
程（プロ
ジェクト実
施者向
け） 
2.2.2 

 本制度の対象となるプロジェクトは、プロジェクト登録を申請した日
の2年前の日以降に実施されたものであり、それ以前に開始された
取組は対象外とする。ただし、実施要綱Ver.3.1の有効期限以前
に登録申請したものについては、この限りでない。 
 

 本制度の対象となるプロジェクトは、プロジェクト登録を申請した日
の2年前の日以降に実施されたものであり、それ以前に開始された
取組は対象外とする。ただし、森林管理プロジェクト及び実施要綱
Ver.3.1の有効期限以前に登録申請したものについては、この限り
でない。 
 （１）プロジェクト登録を申請した日の2年前の日以降に実施 

 排出削減活動の場合、温室効果ガス排出量の削減をもたら
す活動が実質的に開始された日とする（例えば、設備の導入を
伴うプロジェクトの場合、設備が最初に稼働した日とする）。吸
収活動（森林管理プロジェクト）の場合、植林若しくは森林経
営計画又は森林施業計画に基づく適切な施業又は森林の保
護（森林の巡視等を含む）を実施した日とする。 
（後略） 

（１）プロジェクト登録を申請した日の2年前の日以降に実施 
 温室効果ガス排出量の削減をもたらす活動が実質的に開始さ
れた日とする（例えば、設備の導入を伴うプロジェクトの場合、設
備が最初に稼働した日とする）。 
 吸収活動（森林管理プロジェクト）については、日本国温室
効果ガスインベントリに計上される吸収量の増大に資する観点か
ら、各方法論において算定対象となる活動の内容と時期が規定
されているため、本要件は適用しない。 
（後略） 
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＜森林管理プロジェクトの追加性判断＞ 

Å 森林管理プロジェクトの追加性は、実施規程（プロジェクト実施者向け）2.2.4においては「経済的
障壁を有することの判断基準」の②「設備の導入を伴わないプロジェクト」のケースとして判断されてい
ることになるが、実際には各方法論の「付記」に示された方法で判断されている。 

ü 森林経営活動プロジェクトの判断基準は、「プロジェクト実施地における認証対象期間中の収益＜プロジェクト実施地におけ
る認証対象期間中の森林経営に要する経費－補助金＋銀行等借入利子」。 

ü 植林活動プロジェクトは、追加性の証明は不要。 

Å 森林管理プロジェクトを「設備の導入を伴わないプロジェクト」と分類するのは、プロジェクト実施者には
分かりにくいおそれがあるので、下記の通り「各方法論の規定によること」と明記してはどうか。 

¸森林管理プロジェクトの追加性判断は、各方法論が示す方法によることを明記してはどうか。 

現行 改定案 

実施規
程（プロ
ジェクト実
施者向
け） 
2.2.4 

（前略） 
（１）経済的障壁を有することの判断基準は以下のとおり。 
①設備の導入を伴うプロジェクト 
（中略） 
②設備の導入を伴わないプロジェクト 
（後略） 
 

（前略） 
（１）経済的障壁を有することの判断基準は以下のとおり。 
①設備の導入を伴うプロジェクト 
（中略） 
②設備の導入を伴わないプロジェクト 
（中略） 
③森林管理プロジェクト 
 各方法論の規定によること。 



3.3  森林管理プロジェクトに係る各種制度文書の改定⑧ 
 
¸「森林施業」「プロジェクト実施地」の定義の明確化など各種表現を適正化してはどうか。 
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＜「森林施業」「プロジェクト実施地」の定義の明確化など＞ 

Å 「森林施業」の語は、箇所によって異なる注記（カッコ書き）が付けられ定義が定まっていないので、
方法論策定規程及び方法論の冒頭に定義規定を設け、必要な場合には定義を限定する注記を
加える形に修正する。 

Å 「プロジェクト実施地」の現行の定義からは、①森林経営活動において平成2年以降に森林施業が
実施された森林において、認証対象期間中に森林の保護を行うことで吸収量を算定・計上できるこ
とが明確に読み取れず、また、②「プロジェクト実施地」は森林管理プロジェクトにおいて永続性を担
保する範囲となることから、①を踏まえて吸収・排出量を算定した森林を網羅的に含む必要があるた
め適切に修正する。 

Å その他の各種表現も適正化する。 
 
 

現行 改定案 

モニタリング・算定
規程（森林管理
プロジェクト用） 
2.1 表1 

⑥地下部率 
地上部バイオマス中のCO2吸収量に、地下部（根）を加算
補正するための係数 
 

⑥地下部率 
地上部バイオマスのCO2吸収量（排出量）に、地下部
（根）のCO2吸収量（排出量）を加算補正するための係数 
 

方法論策定規程
（森林管理プロ
ジェクト用）1.2 

プロジェクト実施地：プロジェクトにより森林施業（植栽、保
育、間伐及び主伐等）が実施される範囲 

プロジェクト実施地：吸収量及び排出量を算定する対象となる
森林 
森林施業：植栽、保育、間伐及び主伐 

同上 3.5～3.6 
ほか全般 

・・・地上部バイオマス中の･･･ ・・・地上部バイオマスの･･･ 
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現行 改定案 

方法論策定規
程（森林管理プ
ロジェクト用 3.7 

（森林経営活動の場合）平成2年4月以降に森林施業
（植栽、保育、間伐）を行った人工林の面積において、平成
25年4月以降適切な森林経営がなされなかった場合のCO2
吸収量とする。（中略） 
（新規植林・再植林活動の場合）転用のない草地、農地
等は、現時点においては日本国温室効果ガスインベントリ上
吸収量として計上されていないため、ベースライン吸収量は、0
とする。 
（後略） 

（森林経営活動の場合）認証対象期間中に森林経営計画
に基づく適切な森林施業又は森林の保護が実施されない場合
のCO2吸収量とする。 
（中略） 
（新規植林・再植林活動の場合）森林への転用前の土地利
用における生体バイオマスの成長に伴うCO2吸収量とする。転用
前の農地（田、畑地）、草地、開発地等における生体バイオマ
スの成長による吸収量は、日本国温室効果ガスインベントリ上
計上されていないため、ベースライン吸収量は0とする。（後略） 

3.3  森林管理プロジェクトに係る各種制度文書の改定⑨ 
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Å 方法論FO-001の「Area Forest,i 」に係る現行の記載は、要求事項と補足説明における記述の相違
により、吸収量の算定に必要な活動の要件について誤解を招くおそれがあるとともに、補足説明にお
いて「森林の保護」の説明が無く分かりにくいため、適切に修正・加筆する。 

Å その他の各種表現も適正化する。 

現行 改定案 

方法論FO-001 
1.適用条件 

条件2：プロジェクトが、市町村長等の認定を受けている森林
経営計画又は森林施業計画に沿って実施され、かつ、森林
経営計画又は森林施業計画単位で実施されること。（後
略） 

条件2：プロジェクトが、市町村長等の認定を受けている森林経
営計画単位で登録され、かつ、当該森林経営計画に沿って森
林施業が実施されること。（後略） 

同上 
2.吸収量の算定 

本方法論における吸収量は、プロジェクト期間中の年度ごとに
算出することとする。 
地上部・地下部バイオマス蓄積：森林経営活動が継続され
なかった場合の吸収量 
地上部バイオマス蓄積：森林経営活動に伴い、地上部バイ
オマスが蓄積されることによる吸収量 
地下部バイオマス蓄積：森林経営活動に伴い、地下部バイ
オマスが蓄積されることによる吸収量 
主伐に伴う排出：森林経営活動に伴い、蓄積されていたバイ
オマス中からの排出量 

本方法論における吸収量は、認証対象期間中の年度ごとに算
出することとする。 
地上部・地下部バイオマスの増加：森林経営活動が実施され
なかった場合の吸収量 
地上部バイオマスの増加：森林経営活動に伴い、地上部バイ
オマスが増加することによるの吸収量 
地下部バイオマスの増加：森林経営活動に伴い、地下部バイ
オマスが増加することによるの吸収量 
地上部・地下部バイオマスの減少：森林経営活動（主伐）に
伴い、地上部・地下部バイオマスが減少することによる排出量 

同上 
3.プロジェクト実
施後吸収量の算
定 
a)地上部バイオ
マスの吸収量 

Area Forest,i ：階層iにおける森林施業（植栽、保育、間
伐）が実施された森林の面積（実測した面積に0.9を乗じた
値） 
 
△Trunk SC,i：階層iにおける単位面積当たりの年間幹材積
成長量 

Area Forest,i ：階層iにおける、平成2年4月以降当該年度まで
に森林施業が実施された森林のうち、認証対象期間の開始日
以降当該年度までに森林施業（主伐を除く）又は森林の保
護が実施された森林の面積（実測した面積に0.9を乗じた値） 
△Trunk SC,i：階層iにおける当該年度の単位面積当たりの年
間幹材積成長量 

3.4  森林経営活動方法論の改定① 
 
¸森林経営活動方法論（FO-001）の算定対象となる森林の定義等を明確化してはどうか。 



3.4  森林経営活動方法論の改定② 
 

35 

現行 改定案 

3.プロジェクト実
施後吸収量の算
定 
a)地上部バイオ
マスの吸収量 
（承前） 

i：プロジェクトを実施する森林の樹種、地位等による階層 
＜補足説明＞ 
Area Forest,i は、平成2年4月以降に森林施業（植栽、保育、
間伐及び主伐）を行ったことをが証明できる人工林の面積で
あって、平成25年4月以降認証対象期間内に森林経営計
画若しくは森林施業計画に基づく適切な施業又は森林の保
護（森林の巡視等を含む）が実施されている面積とする。保
育は、下刈、除伐及び食害防止対策とする。 
 なお、これらの実施状況（MForest,i ）に関して、①適切な施
業の実施については、森林簿の履歴等で確認することとし、②
森林の保護（森林の巡視等を含む）の実施については、対
象とする林分、時期、方法、実施者及び実施内容を確認す
ることが可能な作業日誌等の記録を用いて証明することとする。 

i：森林の樹種、地位等による階層 
＜補足説明＞ 
Area Forest,i は、平成2年4月以降、吸収量を算定する当該年度
までに森林施業（植栽、保育、間伐及び主伐）を実施したことが
証明できる階層iとして区分される人工林の林分のうち、認証対象
期間開始日以降、当該年度までに森林経営計画に基づき適切
な施業（主伐を除く）又は森林の保護が実施された林分の面積
とする。保育は、下刈、つる切り、除伐、枝打ち、病害虫防除及び
獣害防除とする。森林の保護は、境界確認及び森林の巡視とする。 
 面積は、平成2年4月以降当該年度までに実施した森林施業の
実施面積の実測値に0.9を乗じた面積とする。 
  

同上 
b)地下部バイオ
マスの吸収量 

Rratio,i ：階層iにおける地上部バイオマス中のCO2吸収量に、
地下部（根）を加算補正するための係数（地下部率） 
i：プロジェクトを実施する森林の樹種、地位等による階層 

Rratio,i ：階層iにおける地上部バイオマスのCO2吸収量に、地下部
（根）のCO2吸収量を加算補正するための係数（地下部率） 
i：森林の樹種、地位等による階層 

同上 
4.プロジェクト実
施後吸収量
（主伐による排
出量）の算定 
a)主伐に伴う地
上部バイオマスの
排出量 

i：プロジェクトを実施する森林の樹種、地位等による階層 
＜補足説明＞ 
プロジェクト実施地が公道用地又は送電線用地等へ転用さ
れることが決定した場合であって、プロジェクト計画作成時に予
見し得ないなどやむを得ない理由が認められるときは、当該箇
所の面積は転用が決定した日以降Area Forest,i 及び
Area Forest,cut, iに含まれない。 

i：森林の樹種、地位等による階層 
＜補足説明＞ 
プロジェクト実施地が公道用地又は送電線用地等へ転用されるこ
とが決定した場合や、自然攪乱が生じた場合であって、プロジェクト
計画作成時に予見し得ないなどやむを得ない理由が認められるとき
は、当該箇所の面積は転用が決定した日又は自然攪乱が生じた
以降Area Forest,i 及びArea Forest,cut,i に含まれない。 
 

同上 
b)主伐に伴う地
下部バイオマスの
吸収量 

Rratio,i ：階層iにおける地上部バイオマス中のCO2吸収量に、
地下部（根）を加算補正するための係数 
i：プロジェクトを実施する森林の樹種、地位等による階層 

Rratio,i ：階層iにおける地上部バイオマスのCO2吸収量に、地下部
（根）のCO2吸収量を加算補正するための係数 
i：森林の樹種、地位等による階層 
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現行 改定案 

5.ベースライン吸
収量の考え方 

 本方法論におけるベースライン吸収量は、平成2年4
月以降に森林施業（植栽、保育、間伐）を行った人
工林の面積において、平成25年4月以降適切な森林
経営がなされなかった場合の吸収量とする。 
（後略） 

本方法論におけるベースライン吸収量は、認証対象期間の開始日以降、
当該年度までに森林経営計画に基づき適切な森林施業又は森林の保
護が実施されなかった場合の吸収量とする。 
 
（後略） 

6.モニタリング方法 
Area Forest,i  

 

＜モニタリング項目＞ 
階層iにおける森林施業（植栽、保育、間伐）が実
施された森林の面積（ha） 
 
＜モニタリング方法＞ 
・コンパス測量等による実測（既存の実測結果を使用
してもよい） 

 
 
 
＜モニタリング頻度＞ 
初回検証申請時に１回 

＜モニタリング項目＞ 
階層iにおける、平成2年4月以降当該年度までに森林施業が実施され
た森林のうち、認証対象期間の開始日以降当該年度までに森林施業
（主伐を除く）又は森林の保護が実施された森林の面積（ha） 
＜モニタリング方法＞ 
・（森林施業の実施面積）コンパス測量等による実測。ただし補助金
申請等のために実施した過去の実測の結果を使用することが可能 

・（森林施業の実施状況）森林簿の施業履歴、伐採等届、補助事業
の関係書類等の確認 

・（森林の保護の実施状況）作業日誌等の記録の確認 
＜モニタリング頻度＞ 
検証申請時に１回 
ただし森林施業の実施面積は、特段の理由がない限り、初回検証申請
時の値を使用可能 

同上 
MForest,i  

 
 

＜モニタリング項目＞ 
Area Forest,i について適切な施業又は森林の保護（森
林の巡視等を含む）の実施状況 
＜モニタリング方法＞ 
・（適切な施業の場合）森林簿の施業履歴、伐採
等届、補助事業の関係書類等の確認 

・（森林の保護の場合）作業日誌等の記録の確認
＜モニタリング頻度＞ 

検証申請時に１回 

（MForest,i の項目自体を削除） 

3.4  森林経営活動方法論の改定③ 
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現行 改定案 

同上 
i 
 

＜モニタリング項目＞ 
プロジェクトを実施する森林の樹種、地位等による階層 
＜モニタリング方法＞ 
・胸高直径及び樹高を実測 
＜モニタリング頻度＞ 
初回検証申請時に１回 

（iの項目自体を「活動量のモニタリング」部分から「係数のモニタリング」部
分に移動） 

同上 
Rratio,i  

＜モニタリング項目＞ 
階層iにおける地上部バイオマス中のCO2排出量に、
地下部（根）を加算補正するための係数 

＜モニタリング項目＞ 
階層iにおける地上部バイオマスのCO2吸収量（排出量）に、地下部
（根）のCO2吸収量（排出量）を加算補正するための係数 

3.4  森林経営活動方法論の改定④ 
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H26 H33 

（参考）森林経営活動方法論（FO-001）における吸収量の算定対象面積についての例 

1990 2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

H2 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

10 10 10 10 10 10 10

(3) 3 3 3 3 3 3

5 5 5 5 5 5 5 5

5 15 18 18 18 18 18 18

H26 H33

3.4  森林経営活動方法論の改定⑤ 
 



3.5  植林活動方法論の改定と利用開始① 
 
¸植林活動方法論（FO-002）の利用開始にあたり、諸記述を適正化する改定を行ってはどうか。 
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＜植林活動方法論の現状＞ 

Å 植林活動方法論に基づくプロジェクトはこれまで登録実績がなく、同方法論を利用するには制度管
理者へ確認する必要がある状態（いわゆる凍結状態）となっている。 

Å 東日本大震災の被災地等に植林する事業が進んでおり、Ｊ－クレジット制度に植林活動プロジェク
トとして登録したいとする要望が寄せられている。 

＜植林方法論の改定＞ 

Å 現行の方法論は、適用条件1で植林する樹種、同2で植林する土地について条件付けした後、同3
で「検証申請時までに、プロジェクト実施地が森林経営計画に含まれること」と定めており、植林後の
施業等は特に定めていない。 

Å 一方、森林経営活動方法論が「平成2年4月以降の施業」「認証対象期間中の施業又は保護」を
求めており、植林活動における植林後においても下刈り等の保育を行い成林させることが重要である
ため、その旨を規定を適用条件に加えてはどうか。 

Å 適用条件２で、木本性植物が生育している樹園地等に植林を行っても、土地転用に伴う大きな排
出が発生し、認証対象期間中の吸収量の累積が正とならない懸念があるとともに、既存の樹木の生
育地を森林へ土地転用する政策的インセンティブがないため、対象から除外してはどうか。 

Å その他、正確性や分かりやすさに配慮した次頁以下のような記述適正化を行ってはどうか。 
 
 



3.5  植林活動方法論の改定と利用開始② 
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現行 改定案 

方法論の対象 本方法論は、植林活動を実施する吸収活動を対象とする
ものである。 

本方法論は、植林及び植林後の適切な管理を通じて森林を造成し
維持することにより吸収量を確保する活動を対象とするものである。 

用語の定義 （現行方法論には無し） プロジェクト実施地：吸収量及び排出量を算定する対象となる森林 
森林施業：植栽、保育、間伐及び主伐 

1.適用条件 ・条件2：プロジェクトが平成25年3月31日時点で森林
法第5条又は第7条の2に基づく森林計画対象森林でな
く、かつ、京都議定書第1回締約国会議
（COP/MOP1）における決議16/CMP.1に基づき我が
国が設定した森林の定義を満たしていない土地で実施さ
れること。 

条件３：検証申請時までに、プロジェクト実施地が森林
経営計画又は森林施業計画に含まれること。 

 
＜適用条件の説明＞ 
条件2： 
単位面積当たりの炭素ストックの小さい土地（例えば、農
地や宅地から森林への土地利用変化等）において、植林
活動が実施されることで、CO2吸収量が増加する。元々
は森林として利用されていた土地が、農地に転用された後
に森林へ再転用されるなどのケースも想定されるため、平
成25年3月31日において森林でなかった土地で行われる
植林活動を対象とする。具体的には、京都議定書第1回
締約国会議（COP/MOP1）における決議16/CMP.1に
基づき我が国が設定した以下の定義を満たさない土地を
指す。また、平成25年3月31日時点で森林法第5条又
は第7条の2に定める森林でないことを条件とする。 
・最小森林面積：0.3ha 
（後略） 

・条件2：プロジェクトが平成25年3月31日時点で、森林法第5条
又は第7条の2に基づく森林計画対象森林でなく、かつ、京都議定
書第1回締約国会議（CMP1）における決定16/CMP.1に基づき
我が国が設定した森林の定義を満たしていない土地のうち、木本性
植物が生育している樹園地及び都市緑地を除く土地で実施される
こと。 

条件３：植林後において成林に必要とされる適切な森林施業（保
育）が実施されるとともに、検証申請時までにプロジェクト実施地
（植林地）が森林経営計画に含まれること。 

＜適用条件の説明＞ 
条件2： 
単位面積当たりのCO2吸収量が小さい又は無いとみなせる土地
（農地、草地及び宅地等の開発地）において、植林活動が実施さ
れることで、CO2吸収量が増加する。元々は森林として利用されてい
た土地が、農地等に転用された後に森林へ再転用されるケースを排
除するため、平成25年3月31日において森林でなかった土地で行わ
れる植林活動を対象とする。具体的には、平成25年3月31日時点
で、①京都議定書第1回締約国会議（CMP1）における決定16/ 
CMP.1に基づき我が国が設定した森林の定義を満たさない、②森林
法第5条又は第7条の2に定める森林でない、③木本性植物が生育
している樹園地及び都市緑地でない、土地であることを条件とする。 
＜決定16/CMP.1に基づき我が国が設定した森林の定義＞ 
・最小森林面積：0.3ha 
（後略） 
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1.適用条件 
（承前） 

条件3： 
植林活動によるCO2吸収量の増加は、植林活動後に森
林が持続的に管理されることで達成される。したがって、プ
ロジェクト実施地において持続的な森林経営が行われるこ
とを証明するため、検証申請時までに、森林経営計画又
は森林施業計画に含まれることが必要である。 

条件3： 
植林活動によるCO2吸収量の増加は、植林後に、森林が持続的に
管理されることで達成される。したがって、プロジェクト実施地（植林
地）において持続的な森林の管理が行われることを担保するため、①
植林後において適切な保育（下刈り、つる切り、除伐、枝打ち、病
虫害防除及び獣害防除、施肥、補植）等森林を確実に造成し維
持するために必要な森林施業が実施されること、②検証申請時まで
に、プロジェクト実施地が森林経営計画に含まれることが必要である。
この条件を満たすため、予めプロジェクト実施地の森林法第５条又は
第７条の２の森林への編入について、関係行政機関と協議しておく
必要がある。 

2.吸収量の算定 本方法論における吸収量は、プロジェクト期間中の年度ご
とに算出することとする。 
地上部・地下部バイオマス蓄積：植林活動前のプロジェク
ト実施地（例：草地）の地上部・地下部バイオマスが蓄
積による吸収量 
地上部バイオマス蓄積：植林活動に伴い、地上部バイオ
マスが蓄積されることによる吸収量 
地下部バイオマス蓄積：植林活動に伴い、地下部バイオ
マスが蓄積されることによる吸収量 
地上部・地下部バイオマス：植林活動（伐採・刈払い）
に伴い蓄積されていたバイオマス中からの排出量 

本方法論における吸収量は、認証対象期間中の年度ごとに算出す
ることとする。 
地上部・地下部バイオマスの増加：植林（森林への転用）前の土
地利用（例：草地）における地上部・地下部バイオマスの増加によ
る吸収量 
地上部バイオマスの増加：植林（森林への転用）後の、地上部バ
イオマスの増加による吸収量 
地下部バイオマスの増加：植林（森林への転用）後の、地下部バ
イオマスの増加による吸収量 
地上部・地下部バイオマスの減少：植林（森林への転用）前の土
地利用（例：草地）における地上部・地下部バイオマスの除去によ
る排出量 

3.プロジェクト実施
後吸収量の算定 
a)地上部バイオマ
スの吸収量 

Area Forest,i ：階層iにおける植林活動が実施された森林
の面積（実測した面積に0.9を乗じた値）
△Trunk SC,i：階層iにおける単位面積当たりの年間幹材
積成長量 
i：プロジェクトを実施する森林の樹種、地位等による階層 

Area Forest,i ：当該年度までに植林活動が実施された階層iとして区
分される森林の面積（実測した面積に0.9を乗じた値） 
△Trunk SC,i：階層iにおける当該年度の単位面積当たりの年間幹
材積成長量 
i：植林年度、樹種、地位等による階層 
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3.プロジェクト実施
後吸収量の算定 
a)地上部バイオマ
スの吸収量 
（承前） 

＜補足説明＞ 
・プロジェクト実施地が公道用地又は送電線用地等へ転用
されることが決定した場合であって、プロジェクト計画作成時
に予見し得ないなどやむを得ない理由が認められるときは、
当該箇所の面積は転用が決定した日以降Area Forest,i に
含まれない。 

＜補足説明＞ 
・プロジェクト実施地（植林地）が公道用地又は送電線用地等
へ転用されることが決定した場合や、自然攪乱が生じた場合で
あって、プロジェクト計画作成時に予見し得ないなどやむを得ない
理由が認められるときは、当該箇所の面積は転用が決定した日
又は自然攪乱が生じた日以降Area Forest,i に含まれない。 

・植林及びその後の保育が適切に実施されなかった等、プロジェクト
実施者の責に帰する要因によって検証申請時点で植林木の適
切な生育が確保されていない森林の面積は、Area Forest,i に含め
ることができない。 

同上 
b)地下部バイオマ
スの吸収量 

Rratio,i ：階層iにおける地上部バイオマス中のCO2吸収量に、
地下部（根）を加算補正するための係数（地下部率） 
i：プロジェクトを実施する森林の樹種、地位等による階層 

Rratio,i ：階層iにおける地上部バイオマスのCO2吸収量に、地下部
（根）のCO2吸収量を加算補正するための係数（地下部率） 
i：植林年度、樹種、地位等による階層 

4.プロジェクト実施
後排出量（転用
に伴う排出量）の
算定 

＜項題＞プロジェクト実施後排出量（伐採・刈払いによる
排出量）の算定 
伐採・刈払い行った階層における排出量は、伐採・刈払い年
度に一括で計上する。 
 
 
 
Cstock,AG ：当該年度の伐採・刈払いに伴う地上部バイオマ
スのCO2排出量 
Cstock,BG ：当該年度の伐採・刈払いに伴う地下部バイオマ
スのCO2排出量 
 

＜項題＞プロジェクト実施後排出量（転用に伴う排出量）の算
定 
植林（森林への転用）前の土地利用における生体（地上部・地
下部）バイオマスの除去（伐採・刈払い等）に伴う排出量を計上
する時期は次のとおりとする。①認証対象期間中に除去を行った場
合は、実施年度に一括で計上する。②認証対象期間の開始前に
除去を行った場合は、認証対象期間の初年度に一括で計上する。 
Cstock,AG ：当該年度の地上部バイオマスの除去に伴うCO2排出
量 
Cstock,BG ：当該年度の地下部バイオマスの除去に伴うCO2排出
量 
＜補足説明＞ 
プロジェクト実施地において、保育として実施する草本及び植林木
以外の木本植物の下刈り、除伐等による排出量は、当該植物に
よる森林への転用後の吸収量を計上していないため計上する必要
はない。 
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5.ベースライン吸
収量の考え方 

 転用のない草地、農地等は、現時点においては日本国温
室効果ガスインベントリ上吸収量として計上されていないため、
ベースライン吸収量は、0とすることとする。 
（後略） 

 本方法論におけるベースライン吸収量は、森林への転用前の土
地利用における生体（地上部・地下部）バイオマスの成長に伴う
吸収量とする。 
 適用条件２を満たす、転用前の農地（田、畑地）、草地、開
発地等における生体バイオマスの成長による吸収量は、日本国温
室効果ガスインベントリ上計上されていないため、ベースライン吸収
量は、0とする。 
（後略） 

6.モニタリング方法 
1)活動量のモニタ
リング 
Area Forest,i  

＜モニタリング項目＞ 
階層iにおける植林活動が実施された樹種別・林齢別の森
林の面積（ha） 
＜モニタリング頻度＞ 
初回検証申請時に１回 

＜モニタリング項目＞ 
当該年度までに植林が実施された階層iとして区分される森林の面
積（ha） 
＜モニタリング頻度＞ 
検証申請時に１回 
ただし、特段の理由がない限り、初回検証申請時の値を使用可能 

同上 
i 

＜モニタリング項目＞ 
プロジェクトを実施する森林の樹種、地位等による階層 
＜モニタリング方法＞ 
・樹高を実測 
＜モニタリング頻度＞ 
初回検証申請時に１回 

（「係数のモニタリング」に移動） 

同上 
2)係数のモニタリ
ング 
△Trunk SC,i 

＜モニタリング項目＞ 
階層iにおける単位面積当たりの年間幹材積成長量
（m3/ha） 

＜モニタリング項目＞ 
階層iにおける当該年度の単位面積当たりの年間幹材積成長量
（m3/ha） 
 

同上 
Rratio,i  

＜モニタリング項目＞ 
階層iにおける地上部バイオマス中のCO2吸収量に、地下部
（根）を加算補正するための係数 

＜モニタリング項目＞ 
階層iにおける地上部バイオマスの吸収量に、地下部（根）の
CO2吸収量を加算補正するための係数 

同上 
Cstock,AG  

＜モニタリング項目＞ 
伐採・刈払いに伴う地上部バイオマスの排出量（tCO2） 

＜モニタリング項目＞ 
地上部バイオマスの除去に伴う排出量（tCO2） 
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同上 
Cstock,BG  

＜モニタリング項目＞ 
伐採・刈払いに伴う地下部バイオマスの排出量（tCO2） 

＜モニタリング項目＞ 
地下部バイオマスの除去に伴う排出量（tCO2） 

同上 
i 

（「活動量のモニタリング」部分から移動） ＜モニタリング項目＞ 
植林年度、樹種、地位等による階層 
＜モニタリング方法＞ 
・樹高を測定（平均樹高と林齢を地位指数曲線に代入し地位を
特定する） 

＜モニタリング頻度＞ 
初回検証申請時に１回 

同上 
※1 

・林業専用道と森林作業道は対象森林面積から除外するこ
と。ただし、森林作業道については、各都道府県の運用に
従って作成された森林施業計画書又は森林経営計画書
において森林面積に含まれる場合はこの限りではない。 

・林業専用道（幹線となる林道を補完し、森林作業道と組み合
わせて、森林施業の用に供する道で普通自動車（10トン積程
度のトラック）等の輸送能力に応じた規格・構造を有するもの）
の面積は対象森林面積から除外すること。 

・特段の理由としては、階層iとして区分された森林において、認証
対象期間中に自然攪乱の発生等の事由により、その面積の一部
を減少する場合などが想定される。 

同上 
※2 
 

・都道府県が作成している林分収穫表・収穫予想表以外に、
収穫表作成システムLYCS（ライクス）、文献・資料（例
えば、学術論文、研究機関等が公表している紀要等）とし
て公表されており、かつ対象森林の特性を反映したことが第
三者により確認された収穫予想表を使用することも可能。
また、実測により独自で作成した収穫予想表が対象森林
の特性を反映していれば、それを使用することもできる。 

・都道府県が作成している林分収穫表・収穫予想表以外に、収
穫表作成システムLYCS（ライクス）、文献・資料（例えば、学
術論文、研究機関等が公表している紀要等）として公表されて
おり、かつ対象森林の特性を反映したことが第三者により確認され
た収穫予想表を使用することも可能。また、実測により独自で作
成した収穫予想表が対象森林の特性を反映していれば、それを
使用することもできる。なお、収穫表等に記載されていない若齢林
の成長量の求め方や地位の特定については、モニタリング・算定規
定（森林管理プロジェクト用）2.5.1及び2.7.3の解説を参照
のこと。 
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同上 
※4 

・伐採・刈払いに伴う地上部及び地下部バイオマスの排出量
（Cstock,AG 及びCstock,BG ）は、植林活動前の土地利用状
態におけるCO2蓄積量とみなす。「日本国温室効果ガスイ
ンベントリ報告書」の値は以下のとおり。 

・「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」以外に、IPCC
ガイドライン、学術論文、研究機関等が公表している紀要
等を使用することも可能。 

・なお、果樹などが植栽された土地から森林に土地利用転換
する際には、式5に定める地上部及び地下部バイオマスの
排出量を算定することが望ましいが、下表の土地利用ごと
のバイオマスストック量から単位面積当たりのCO2蓄積量を
用いることも可能。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

・植林（森林への転用）前の土地利用（例：草地）に蓄積さ
れていた生体（地上部・地下部）バイオマスの除去（伐採・刈
払い等）に伴う排出量（Cstock,AG 及びCstock,BG ）は、植林前の
土地利用における炭素蓄積のCO2換算量とみなす（転用直後
の土地利用における炭素蓄積量は０とみなすことができる）。
「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」の値は以下のとおり。 

・「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」以外に、IPCCガイドラ
イン、学術論文、研究機関等が公表している紀要等を使用する
ことも可能。 

 
 

7.付記 
＜妥当性確認に
当たって提出が必
要な資料一覧＞ 

＜適用条件2を満たすことを示す資料＞ 
・プロジェクト対象の森林について、平成25年3月31日に森
林でなかったことを証明できる資料 

 
・対象地の過去の土地利用状況が確認できる空中写真又
は確認可能な衛星イメージ 

（後略） 
＜適用条件3を満たすことを示す資料＞ 
・植林後に森林法第5条又は第7条の2の森林となることが
証明できる書類 

＜適用条件2を満たすことを示す資料＞ 
・プロジェクト実施地（植林地）について、平成25年3月31日に
森林又は木本性植物が生育している樹園地若しくは都市緑地
でなかったことを証明できる資料 

・対象地の過去の土地利用状況が確認できる写真、空中写真又
は衛星画像 

（後略） 
＜適用条件3を満たすことを示す資料＞ 
・植林後のプロジェクト実施地の写真、保育等の実施が確認できる
写真や活動日誌等 

バイオマス

ストック量

（t-dm./ha）

炭素含有率

（tC/t-dm）

炭素から二

酸化炭素へ

の変換係数

CO2蓄積量

（tCO2/ha）

田 0.00 0.00

普通畑 0.00 0.00

樹園地 30.63 56.16

草地 13.50 24.75

0.00 0.00

「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」より作成

湿地、開発地、そ

の他の土地

土地利用カテゴリー

農地

転用前 0.5 44/12

バイオマス

ストック量

（t-dm./ha）

炭素含有率

（tC/t-dm）

炭素から二

酸化炭素へ

の変換係数

CO2換算量

（tCO2/ha）

田 0.00 0.00

普通畑 0.00 0.00

樹園地 IE IE

草地 13.50 24.75

0.00 0.00

転用直後 0.00 0.00

※IE（Included Elsewhere）：既に他の区分の排出・吸収量に含まれて報告されている

「日本国温室効果ガスインベントリ報告書」より作成

すべての土地

0.5 44/12

土地利用カテゴリー

転用前

農地

湿地、開発地、そ

の他の土地
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同上 
＜検証に当たって
提出が必要な資
料一覧＞ 

＜適用条件3を満たすことを示す資料＞ 
・当該林分が含まれる森林経営計画書又は森林施業計画
書及び対応する認定書等 

・当該林分が含まれる森林計画図等 

＜適用条件3を満たすことを示す資料＞ 
・プロジェクト実施地が含まれる森林経営計画書及び対応する認
定書等 

・プロジェクト実施地が含まれる森林計画図等 
・プロジェクト実施地（植林地）の現況がわかる写真 
・認証対象期間中に行った保育等の実施が確認できる写真や日
誌等 



3.6  木質バイオマス燃料の原料に係る規定の修正① 
 
¸木質バイオマス燃料の原料に係る「未利用」条件の説明が厳密性を欠くので修正してはどうか。 

¸妥当性確認及び検証に当たって提出が必要な資料を再整理してはどうか 。 
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＜木質バイオマス燃料の原料に係る「未利用」条件の説明の修正＞ 

Å 現行の方法論EN-R-001の適用条件3の説明「･･･原料は、マテリアル利用又はエネルギー利用さ
れていない、未利用の木質バイオマスに限定する」は、“プロジェクト実施前の実際の状態”による定
義となっているが、本来は“プロジェクトを実施しない場合の仮定の状態”による定義となっているべき。 

Å また、なぜ未利用のものに限定されるかの説明があった方が、理解の助けになると考えられる。 

ü J-VER方法論E-001「木質バイオマスへのボイラー燃料代替」には、「未利用」条件に説明の冒頭にそのような記述がある。 

＜妥当性確認及び検証に当たって提出が必要な資料の再整理 ＞ 

Å 方法論EN-R-001の適用条件3を満たすことを示す現行の資料例は、「未利用の木質バイオマスで
あること」と「伐採に当たって法令に従い適切に手続が行われた木材に由来すること」のための資料が
分けられておらず、分かりにくい。 

Å 「未利用の木質バイオマスであること」を示す資料例は、場合によって「写真等」「未利用証明書」「証
跡」に分かれているが、場合を問わず「未利用証明書」は必要とし、場合によって「写真等」や「証跡」
を追加させる方が適切であり、同証明書の例も記載することが適切である。 

Å 適用条件3（未利用）および4（建築廃材ではない）を満たすことの確認は検証毎に行うべきなの
で、これらは検証時に提出する資料とし、その他の妥当性確認時に提出する資料と分けて示す。 

ü 適用条件3および4は、検証に当たって提出を予定する資料について、プロジェクト計画書に記載するよう求める。 



3.6  木質バイオマス燃料の原料に係る規定の修正② 
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＜改定案＞ 
現行 改定案 

1.適用条件 
＜適用条件の説
明＞ 
 

条件3： 
 本方法論の対象とするバイオマス固形燃料の原料は、マテリア
ル利用又はエネルギー利用されていない、未利用の木質バイオ
マスに限定する。また、合法木材の利用を推進するため、建築
廃材以外の木質バイオマスについては、伐採に当たって法令に
従い適切に手続が行われた木材に由来するものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
条件4： 
 建築廃材については、①建設工事に係る資材の再資源化等
に関する法律により有効利用が推進されていること、②塗料等
が付着しているケースがあり取扱いについてより厳格な基準が必
要となることから、ペレットストーブ等の家庭用暖房に限り、バイ
オマス固形燃料の原料が建築廃材ではないことを条件とする。 

条件3： 
 本方法論の対象とするバイオマス固形燃料の原料は、プロジェ
クトが実施されない場合にマテリアル利用又はエネルギー利用さ
れることのない木質バイオマスに限定する※。 
 また、合法木材の利用を推進するため、建築廃材以外の木質
バイオマスについては、伐採に当たって法令に従い適切に手続が
行われた木材に由来するものとする。 
※：プロジェクトが実施されない場合にマテリアル利用又はエネル

ギー利用されていたと想定される木質バイオマスについては、
当該バイオマスを原料としたバイオマス固形燃料で化石燃料
を代替したとしても、追加的なCO2削減にはならないため、
未利用の木質バイオマスに限定するもの。 

※：本条件を満たすことは、妥当性確認時ではなく毎検証時に
証明し、審査される必要がある。 

条件4： 
 建築廃材については、①建設工事に係る資材の再資源化等
に関する法律により有効利用が推進されていること、②塗料等が
付着しているケースがあり取扱いについてより厳格な基準が必要
となることから、ペレットストーブ等の家庭用暖房に限り、バイオマ
ス固形燃料の原料が建築廃材ではないことを条件とする※。 
※：本条件を満たすことは、妥当性確認時ではなく毎検証時に

証明し、審査される必要がある。 



3.6  木質バイオマス燃料の原料に係る規定の修正③ 
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現行 改定案 

7.付記 
妥当性確認に当
たって提出が必要
な資料一覧 
 

（前略） 
適用条件3を満たすことを示す資料： 
・【未利用資源としての林地残材を使用する場合】当該木
質バイオマス原料が投棄されていたことを示す写真等 

・【その他、未利用資源を使用する場合】未利用証明書 
・【廃棄物由来の未利用資源を使用する場合】プロジェク
ト開始前に廃棄物処理をしていたことの証跡（例えば、
産業廃棄物管理票等） 

・【国産の木質バイオマスの場合】森林法等に基づく手続が
適切に行われたものであることを示す供給元からの資料 

・【外国産の木質バイオマスの場合】「木材・木材製品の合
法性、持続可能性の証明のためのガイドライン」を基づい
たものであることを示す供給元からの資料 

適用条件4を満たすことを示す資料： 
・使用される木質バイオマス原料が建築廃材ではないことを
示す資料 

（後略） 
 
 

 
（＜検証に当たって提出が必要な資料一覧＞へ移動） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注：適用条件3及び4は、検証に当たって提出を予定する資料につ

いて、プロジェクト計画書に記載する。 



3.6  木質バイオマス燃料の原料に係る規定の修正④ 
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現行 改定案 

7.付記 
検証に当たって提
出が必要な資料
一覧 

（＜妥当性確認に当たって提出が必要な資料一覧＞
から移動） 

 

適用条件3を満たすことを示す資料： 
＜バイオマス固形燃料の原料は、未利用の木質バイオマスであること＞ 
・未利用証明書。その例は以下の通り（これはあくまで例であり、事業
毎の状況に応じて適切な書類を作成すること）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・廃棄物由来の未利用資源を使用する場合は、未利用証明書に加
えて、プロジェクト開始前に廃棄物処理をしていたことの証跡（例えば、
産業廃棄物管理票等）。 

C社殿 
未利用証明書 

X年X月X日 
  
 A社B製材所（製材所名）がC社D工場（木質バイオマス使用
者（プロジェクト実施者））に提供する製材端材は、○年○月○
日以前はA社B製材所内にて焼却処分されていたものであり、プロ
ジェクトが実施されない場合には同様に処分されていたと考えられる
ものである。 
  

A社B製作所長 
△△△△（押印） 

B社殿 
未利用証明書 

X年X月X日 
  
 A組合（組合名）がB社C工場（木質バイオマス使用者（プロ
ジェクト実施者））に提供する林地残材は、○○県○○町内××
（地番等）の林地で放置されていたものであり、プロジェクトが実施
されない場合には同様に放置されていたと考えられるものである。 
  

A組合長 
△△△△（押印） 



3.6  木質バイオマス燃料の原料に係る規定の修正⑤ 
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現行 改定案 

7.付記 
検証に当たって提
出が必要な資料
一覧 

＜建築廃材以外の木質バイオマスについては、伐採に当たって法令に
従い適切に手続が行われた木材に由来するものであること＞ 
・国産の木質バイオマスの場合は、森林法等に基づく手続が適切に行
われたものであることを示す供給元からの資料 

・外国産の木質バイオマスの場合は、「木材・木材製品の合法性、持
続可能性の証明のためのガイドライン」を基づいたものであることを示す
供給元からの資料 

 
適用条件3を満たすことを示す資料： 
・使用される木質バイオマス原料が建築廃材ではないことを示す資料 



4．Ｊ－クレジット制度の最近の動向 

 

4.1 Ｊ－クレジット制度 登録・認証の状況 

4.2 Ｊ－クレジット制度 無効化・償却の状況 

4.3 Ｊ－クレジットの取引について 

4.4 今後のスケジュール 

 

 

【報告事項】 
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4.1  Ｊ－クレジット制度 登録・認証の状況 
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4.2  Ｊ－クレジット制度 無効化・償却の状況 
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「②入札販売」の 
平均販売価格 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

t -CO2当り 

第１回 
(平成28年6月) 

510円 

第２回 
(平成29年1月) 

1,594円 

第３回 
(平成29年4月) 

908円 

① ② 

¸ 28  

¸ 28  

4.3  Ｊ－クレジットの取引について 
 



日程 運営委員会 認証委員会 

平成29年8月1日（火） 
15:00 ~ 17:00 

- 第24回 

平成29年10月31日（火） 
15:00 ~ 17:00 

- 第25回 

平成29年10～11月頃 
（予定） 

第15回 
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4.4  今後のスケジュール 
 


